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複層化信託を活用した資産承継 
～「収益権」と「財産権」を分けて考える～ 

１.はじめに 

信託は「自分の大切な財産を、信頼できる人に託し、自分が決めた目的に沿って大切な人や自分のために

管理・運用してもらう」（契約）制度です。 

信託を活用すると様々なことができるようになります。委託者が保有している財産の管理・運用を受託者

に託し、自らが受益者になったり、大切な人のために委託者の財産を受託者に託し、受益者に利益を給付す

ることもできます。また、一つの信託財産について複数の者を受益者として指定することや、質的に異なる

内容の受益権を定めることも可能です。 

例えば、収益受益権と元本受益権のように、質的に異なる内容の受益権を定める信託を複層化信託といい

ますが、今回はこの複層化信託を活用した資産承継について、税務上の取り扱いや留意点等を解説します。 

 

２.複層化信託の活用方法 

複層化信託では、信託受益権を「収益受益権」と「元本受益権」に分割し、それぞれの受益権について異

なる者を受益者に指定することができます。 

例えば、父が上場株式を保有しており、将来的に子が当該株式を承継する前提である場合、収益受益者を

父、元本受益者を子とすることにより、当該上場株式に係る配当金は父が継続的に取得し、その一方で、株

式そのものを保有する権利は子に取得させることが可能になります。信託終了時の財産取得者を子とするこ

とにより、将来的には収益受益権を含む財産そのものを子が取得することになります。これにより、財産の

早期承継を実現しつつ、信託期間中の収益については、引き続き父が取得することができるようになります。 

 

【複層化信託の例】 

 

◼ 委託者：父 

◼ 受託者：信託会社等 

（議決権は委託者に指図権を付与） 

◼ 収益受益者：父 

◼ 元本受益者：子 

◼ 信託終了時における財産取得者：子 
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上記のように、父が保有する財産の早期承継を実現しつつ、父のキャッシュフロー（収入）は確保してお

きたい場合や、早期承継に伴う子の浪費を防止したいような場合などでも活用が可能です。また、万一、父

に認知症が発生した場合であっても、信託契約さえ締結していれば父が継続して収益を得ることが可能であ

り、かつ、将来的には子が財産を取得することになるため、遺言代用としての効果も期待されます。 

 

３.複層化信託の課税関係 

① 信託設定時 

信託の効力が生じた時において、当該信託の受益者等となる者（「委託者≠受益者」である場合に限

る。）は、当該信託に関する権利を当該信託の委託者から贈与（当該委託者の死亡に基因して当該信託

の効力が生じた場合には遺贈となる。）により取得したものとみなされるため、上記２.の場合では、信

託設定時に、子が取得する元本受益権について父から贈与を受けたとみなされ贈与税の課税対象となり

ます（相続税法 9の 2①）。 

この場合、贈与税の課税標準とされる元本受益権の評価額は「信託財産の評価額－収益受益権の評価

額」により算定され、収益受益権の評価額は、信託設定時の現況において推算した受益者が将来受ける

べき利益の価額ごとに、課税時期からそれぞれの受益の時期までの期間に応ずる基準年利率による複利

現価率を乗じて計算した金額の合計額とされています（財産評価基本通達 202（3））。 

 

【前提】 

◼ 信託財産：社債 

◼ 信託期間：20 年 

◼ 社債の相続税評価額（額面）：1 億円 

◼ 社債の利金：年間 500 万円（利率 5％） 

◼ 国税庁が公表する基準年利率：1％ 

◼ 委託者、受託者、受益者、信託終了時における財産取得者：上記２.と同様とする 

    【計算イメージ】 

 

  

上記の場合、信託設定時における収益受益権の評価額は 9,022 万円と計算され、元本受益権の評価額

は 1億円－9,022 万円＝978 万円となります。 

したがって、信託により子が取得する元本受益権（978 万円）に係る贈与税の負担額は、社債現物（1

億円）を贈与する場合の贈与税負担に比して相当軽減されることになります。 
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② 信託期間中 

 収益受益権を有する者が社債に係る利金を取得することになるため、当該利金は、父の利子所得とな

ります。また、信託期間中の元本受益権の価値の増加分に贈与税は課税されません。 

③ 信託期間満了時 

信託期間の満了により、子は当該信託の財産を取得することになりますが、信託設定時に既に元本受

益権に係る課税関係は終了しているため、信託期間の満了時における課税は発生しません。 

 元本受益権は、信託設定時に贈与により子が取得したものとみなされているため、当該元本受益権に

ついて信託期間満了時に価値（時価）が増加していたとしても、当該価値の増加分について信託期間満

了時には何ら課税は発生しません。 

 

４.信託期間中に収益受益者に相続が発生した際の懸念点 

複層化信託を活用した場合、資産承継に伴うトータルでの税負担が（結果として）軽減されることもあり

ますが、当初の想定通りに税負担が軽減されるとは限らないことが起こり得る点に留意が必要です。 

複層化信託設定時において収益受益権が高く評価され、元本受益権が低く評価される場合であれば、通常

は時の経過とともに収益受益権の評価額は下がり、元本受益権の評価額が上がっていくことになります。父

が信託期間満了時まで収益受益権を保有し続け、信託期間満了時において収益受益権の評価額がゼロとなる

設計であれば、当該収益受益権を子が取得することによる税負担もゼロとなるため、資産承継に伴う税負担

は、信託設定時の元本受益権の移転に係る贈与税のみとなります。 

 

  

 

しかしながら、仮に信託開始から間もなく収益受益者である父が死亡してしまった場合には、収益受益権

の評価額は信託設定時の評価額とさほど変わらず、さらに、父の死亡時における収益受益権に係る将来の収

益見込みや基準年利率の状況によっては収益受益権の評価額が上がり、当該収益受益権を相続により取得し

たものとみなされ、想定外の相続税負担が生じる可能性があります。 

 収益受益権の評価額がゼロとなる信託期間満了時が最も税負担が軽減される時になりますが、人の生死の

時期は操作できないため、信託期間中に相続が発生することも十分に想定されるわけです。したがって、収

益受益者が高齢者の場合には、特に注意が必要といえます。 
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５.その他の留意点 

複層化信託の場合、原則的には、上記３．①の通り、収益受益権と元本受益権に分割してそれぞれ評価を

行うことになりますが、複層化信託であっても、「受益者連続型信託」に該当する場合には収益受益権の評価

額は信託財産の価額とされ、元本受益権の評価額はゼロとされます（相続税法基本通達９の３―１）。つま

り、収益受益権の評価額が、時の経過に応じて下がらない、ということになります。 

 例えば、上記４.のケースにおいて、父の死亡時に複層化信託に該当するものとして収益受益権の評価を行

い、当該収益受益権を相続により取得したものとして相続税の申告をしたとしても、税務調査において、当

該信託が受益者連続型信託に該当すると判断された場合には、当該収益受益権の評価額については信託財産

の価額とされ、その評価額の差額について相続税の追徴課税が行われることになります。したがって、詳細

は割愛しますが、複層化信託の制度設計に当たっては、「受益者連続型信託に該当しない」ように細心の注意

を払う必要があります。 

また、複層化信託の制度設計に当たっては、信託財産を何にするか（不動産・株式・公社債・貸付債権な

ど）、収益受益権の収益額（利回り）の設定は合理的か、信託期間の設定は相当か（長期すぎないか）など、

設計に当たっての自由度が高い分、その各要素の妥当性（合理性）が重要となります。 

 例えば、信託期間が長いほど元本受益権の評価額は低くなりますが、かといって、信託期間が推定生存年

齢（信託契約時の平均余命）を超えて継続する前提である場合には、社会通念に照らせば、その信託期間の

設定には合理性があるのか、という見方もあるでしょう。信託は、「自分の財産を人に託し、その管理・運用

をしてもらう契約」であるからです。 

 

６.最後に 

複層化信託は、財産の早期承継を実現しつつ委託者のキャッシュフローを確保したい場合や、遺言代用と

して活用することなど様々なメリットがあります。 

一方、収益受益権及び元本受益権の評価ロジックを理解したうえで、どのような財産を信託するのかを考

え、また、信託期間は長期に及ぶため、信託期間中の委託者（収益受益者）の死亡など当初の想定通りにい

かないこともあり得ること（この場合の税負担を想定しておくこと）を理解し、そして、受益者連続型信託

に該当しないように信託の制度設計を慎重に行うことが極めて重要となります。 

複層化信託には様々な留意点がありますが、「自分の大切な財産を、信頼できる人に託し、自分が決めた目

的に沿って大切な人や自分のために管理・運用してもらう」という信託制度の趣旨に沿った活用が行われて

いくことを切に願います。 
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本ニュースレターは、一般的な情報提供であり、具体的アドバイスではありません。個別の案件については個

別の状況に応じて検討が必要になります。お問い合わせ等がありましたら、下記専門家まで遠慮なくご連絡くだ

さい。 

 

信託 プラクティスグループ（inheritance-measures@aiwa-tax.or.jp） 

税理士   加瀨 良明 

税理士   尾崎 真司 

税理士   齊藤 健浩 

税理士   二村 嘉則 

 

 

【あいわ税理士法人グループの概要】 

◆ グループ構成 

あいわ税理士法人 

  あいわ Advisory 株式会社 

◆ 所在地 

  〒108-0075 東京都港区港南 2-5-3 オリックス品川ビル 4F 

◆ URL 

https://www.aiwa-tax.or.jp/ 

◆ 人員数 

税理士・税理士有資格者：54 名  

公認会計士：13 名  

情報処理安全確保支援士：2 名  

行政書士：1 名  

科目合格者：8 名  

総務ほか：18 名  

合計：90 名(一部重複) 

◆ 関与先概要 

     上場グループ 305 社 上場準備 200 社 非上場 265 社 
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